
■資料（根拠法令） 

●報告第１２号・報告第１３号 

地方自治法施行令（抜粋） 

（繰越明許費） 

第146条 地方自治法第213条の規定により翌年度に繰り越して使用しようとする歳

出予算の経費については、当該経費に係る歳出に充てるために必要な金額を当該

年度から翌年度に繰り越さなければならない。 

２ 普通地方公共団体の長は、繰越明許費に係る歳出予算の経費を翌年度に繰り越

したときは、翌年度の５月31日までに繰越計算書を調製し、次の会議においてこ

れを議会に報告しなければならない。 

３ 省略 

 

●諮問第２号 

人権擁護委員法(抜粋) 

 （委員の推薦及び委嘱） 

第６条１～２ 省略 

３ 市町村長は、法務大臣に対し、当該市町村の議会の議員の選挙権を有する住民

で、人格識見高く、広く社会の実情に通じ、人権擁護について理解のある社会事

業家、教育者、報道新聞の業務に携わる者等及び弁護士会その他婦人、労働者、

青年等の団体であって直接間接に人権の擁護を目的とし、又はこれを支持する団

体の構成員の中から、その市町村の議会の意見を聞いて、人権擁護委員の候補者

を推薦しなければならない。 

４～８ 省略 

 

●議案第４１号・議案第４２号 

地方自治法（抜粋） 

（議決事件） 

第 96条 普通地方公共団体の議決は、次に揚げる事件を議決しなければならない。 

(１)～(７) 省略 

(８) 前２号に定めるものを除くほか、その種類及び金額について政令で定める

基準に従い条例で定める財産の取得又は処分をすること。 

(９)～(15) 省略 

 

 

 

 

 



四万十町議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又は処分に関する条例（抜粋） 

（議会に議決に付すべき契約） 

第３条 地方自治法第 96 条第１項第８号の規定により議会の議決に付さなければ

ならない財産の取得又は処分は、予定価格 700 万円以上の不動産若しくは動産の

買入れ若しくは売払い（土地については、１件 5,000 平方メートル以上のものに

係るものに限る。）又は不動産の信託の受益権の買入れ若しくは売払いとする。 

 

●議案第４３号 

道路法（抜粋） 

（市町村道の意義及びその路線の認定） 

第８条 第３条第４号の市町村道とは、市町村の区域内に存する道路で、市町村長

がその路線を認定したものをいう。 

２ 市町村長が前項の規定により路線を認定しようとする場合においては、あらか

じめ当該市町村の議会の議決を経なければならない。 

 

四万十町町道の認定基準に関する規程 

 （認定基準） 

第２条 前条の認定に当たっては、次に揚げる基準によるものとする。 

(１) 公共施設への連絡路であるもの 

(２) 港、駅等への連絡路であるもの 

(３) 隣接市町村への連絡路であって重要であるもの 

(４) 人家地帯への連絡路であって生活道として重要であるもの 

(５) 人家密集地帯の連絡路であって生活道として重要であるもの 

(６) 国道及び県道との連絡上重要であるもの 

(７) 町道間の連絡上重要であるもの 

(８) 前各号に揚げるもののほか、行政上特に認定の必要があるもの 

 


